
市税
163億2,832万円
(29.2%）

依存財源 自主財源

繰越金
41億8,145万円
(7.5%）

諸収入ほか
48億6,443万円(8.7%）

国庫支出金
98億9,885万円
(17.7%）

地方交付税
107億3,991万円
(19.2%）

45.4%54.6%

県支出金
38億8,381万円
(7.0%）

地方消費税交付金ほか
35億8,466万円(6.4%）

,

市債
24億2,090万円(4.3%）

民生費
205億1,796万円
(38.9%）

公債費
52億1,928万円(9.9%)

総務費
77億2,201万円
(14.6%）

衛生費
48億5,042万円
(9.2%）

教育費
48億453万円
(9.1%）

農林水産業費
17億5,290万円(3.3%）

その他
33億716万円(6.3%）

土木費
45億7,252万円
(8.7%）

559億
233万円

市民１人当たり

53万7,667円

527億
4,678万円
市民１人当たり

50万7,317円

令和５年度の決算がまとまりました。
昨年度の決算を振り返り、市民の皆さんに納めて
いただいた税金がどのように使われたのかお伝えします。
問合せ　市庁舎本館３階　財政課　℡0897－52－1272

令和５年度 西条市の

決算
歳入

歳出
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平成25年度
令和４年度
令和５年度

0

186.7万円

20040 80 120 160

給料（基本給）
市税、諸収入ほか

給料（諸手当）
地方交付税、地方
消費税交付金ほか

親からの援助
国・県支出金

銀行からの借入
市債

繰越金
前年度繰越金

預金の取り崩し
基金繰入金

194.4万円
197.2万円

100.9万円

137.8万円

106.7万円

143.2万円
138.8万円

157.8万円

20.2万円

17.6万円
23.3万円

50.9万円

24.2万円
38.3万円

27.1万円

41.8万円
38.3万円

0 40 80 120 160

ローン返済
公債費

家の増改築費など　
普通建設事業費など

預貯金など
積立金

保険料・税金
補助費など

子どもへの仕送り
繰出金

医療費・教育費
扶助費

生活費
人件費、物件費 126.2万円

152.0万円
141.1万円

79.8万円

91.0万円

133.3万円
127.2万円

55.8万円

49.9万円
48.0万円

46.6万円

46.7万円

52.2万円
51.8万円

22.1万円

39.5万円

21.5万円

31.7万円
27.8万円

103.9万円
98.5万円

0
200

400

600

800

443.8万円

580.4万円605.5万円

0
50

100

200

150

86.4万円

154.9万円
136.2万円

住民基本台帳登録数 103,972 人
（令和６年３月 31 日現在）

農林水産業費

農林水産業の振興など
16,859円

衛生費
46,651円

健康診断や各種健診、ご
み処理など

国などから借り入れたお
金（市債）の返済

公債費
50,199円

土木費
43,978円

道路や河川などの整備や
維持管理

幼稚園や小・中学校の整
備や文化振興など

教育費
46,210円

市庁舎の維持管理や市の
総括的な事務運営

総務費
74,270円

社会福祉や医療助成など
の充実

民生費
197,341円

　令和５年度の決算と市債・基金残高の一般会計分を１万分の１にして家計簿に例え、
昨年度・10年前（平成25年度）と比較してみました。　

ローン残高
（市債）の推移

預金残高
（基金）の推移

※ 収入合計559万円から支出合計527.5万円を差し引い
た金額31.5万円は翌年度の家計に持ち越します

　収入は、給料（市税、地方交付税など）が増えましたが、親からの援
助（国庫支出金）や銀行などからの借り入れ（市債）などが減ったこと
から、約34.7万円減少しました。支出は、医療費・教育費（扶助費）や
子どもへの仕送り（繰出金）が増えましたが、大型事業である「道前ク
リーンセンター整備事業」の減少などにより、家の増改築費など（普通
建設事業費など）が減ったことから、約24.4万円減少しました。
　令和４年度と比較すると、預金残高（基金）は増え、ローン残高（市
債）は減り、家計の状況は改善しましたが、今後は物価高騰などによる
生活費（物件費）や医療費・教育費（扶助費）、過去に借り入れたロー
ンの返済（公債費）の増加が見込まれることから、健全な家計の維持の
ために、収入に見合った支出の計画を立てる必要があります。

559万円Ｒ５ Ｒ５
Ｒ４…593.7万円　Ｈ25…492.5万円 Ｒ４…551.9万円　Ｈ25…467.2万円

527.5万円

消防や救急活動、商工業
や観光の振興など

その他
31,809円

西条さん家の家計簿

市民１人当たりのお金の使われ方

収入 支出

令和４年度との比較で家計簿を読み解く
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一部区間が開通した楠浜北条線

窓口手続きの負担を軽減

改修中のやすらぎ苑 新たなまちの魅力を発見

妊娠・出産、子育てを支援

改修が完了した大町小学校

○楠浜北条線道路改良事業　　　　　　2億4,275万円
　徳能伊予三芳停車場線～木舟久ケ坪線の区間が開通
○中心市街地浸水対策事業　　　　　　　 1,103万円
　朔日市地区の排水施設の整備

○ 住民税非課税世帯臨時特別給付金支給事業※
　住民税非課税世帯に対して、臨時特別給付金を支給
　　　　　　　　　　　　　　　　　 14億7,013万円
○えひめ人口減少対策総合交付金事業　　　 500万円

○やすらぎ苑整備事業          1億1,679万円
　施設の延命化や利便性の向上を図るための改修
○省エネ家電製品購入促進事業※　　　　 2,151万円
　省エネ性能に優れた家電の購入を支援

○地域観光・滞在コンテンツ創出事業　　 1,878万円
　いしづちエリアにおける独自の滞在コンテンツを創出
○サステナブルツーリズム推進事業　　　  100万円
　滞在先の環境に配慮した観光ツアーを実施

○ 家庭用燃料購入支援事業※　　　　　　 9,525万円
　１世帯当たり5,000円相当の燃料カードを配布
○窓口改革推進事業　　　　　　　　　　 1,287万円
　おくやみ窓口を設置し手続きのワンストップ化を推進

○小学校施設長寿命化事業　　　　　　9億6,284万円
　施設の長寿命化を図るための改修
○学校給食物価高騰対策補助金※　　　　 2,861万円
　学校給食費の増額改定に対する保護者負担の軽減

※新型コロナウイルス感染症対策や
　物価高騰などへ対応した事業令和５年度に実施した主な事業

土木費

総務費

衛生費

教育費

民生費

商工費

162024. ９　広報さいじょう

会計名 歳入 歳出 差引

国民健康保険 120億3,304万円 119億  626万円 1億2,678万円

介護保険 119億7,114万円 118億4,414万円 1億2,700万円

港湾上屋事業 705万円 705万円 0　円

ひうち地域振興整備事業 8,800万円 8,800万円 0　円

小松地域交流事業 1,697万円 1,697万円 0　円

本谷温泉事業 7,397万円 7,397万円 0　円

畑地かん水事業 2,081万円 786万円 1,295万円

庄内財産区 74万円 74万円 0　円

壬生川財産区 394万円 250万円 144万円

後期高齢者医療保険 17億4,877万円 17億1,033万円 3,844万円

合計 259億6,443万円 256億5,782万円 3億  661万円

区分 収支の種類 収入 支出 当期純利益・損失 企業債現在高 財源補てん※

水道事業会計
収益的収支 10億8,132万円  9億5,820万円 9,756万円

 49億1,075万円 　　　 0　円
資本的収支  1億6,681万円  7億3,293万円 ー

公共下水道事業会計
収益的収支 24億3,108万円 24億2,254万円  △3,298万円

173億2,507万円 10億2,524万円
資本的収支 16億1,364万円 23億6,483万円 ー

病院事業会計
収益的収支  1億3,887万円  1億8,404万円  △4,517万円

　5億8,393万円  　7,986万円
資本的収支  1億3,994万円  2億  704万円 ー

土地 2,912万9,568㎡

建物 52万525㎡

基金 180億6,376万円

有価証券 2,424万円

出資金 2億1,962万円

債権 13億3,168万円

一般会計 580億3,576万円

特別会計　計 　1億1,903万円

合計 581億5,479万円

市民１人当たり
の借金 55万9,331円

　
令
和
５
年
度
と
令
和
４
年
度
を

比
較
す
る
と
、
歳
入
・
歳
出
と
も

に
決
算
額
が
減
少
す
る
結
果
と
な

り
ま
し
た
。

　
歳
出
で
は
、
令
和
５
年
度
も
原

油
価
格
・
物
価
高
騰
な
ど
へ
の
対

応
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
が
、
大

型
事
業
で
あ
る
道
前
ク
リ
ー
ン
セ

ン
タ
ー
の
整
備
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
な
ど
の
事

業
費
が
減
少
し
、
歳
入
に
お
い
て

も
、
こ
れ
ら
の
事
業
財
源
と
し
て

活
用
し
て
い
た
市
債
や
国
庫
支
出

金
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

　
今
後
も
、
物
価
高
騰
な
ど
へ
の

対
応
、
増
加
が
見
込
ま
れ
る
社
会

保
障
経
費
や
公
債
費
、
大
型
施
設

の
更
新
・
整
備
に
備
え
つ
つ
、
受

益
者
負
担
の
適
正
化
を
図
る
と
と

も
に
、
高
い
コ
ス
ト
意
識
や
創
意

工
夫
を
凝
ら
し
た
事
業
を
実
施
す

る
な
ど
、
将
来
世
代
に
過
度
な
負

担
が
残
ら
な
い
よ
う
に
、
歳
入
水

準
に
見
合
っ
た
「
歳
出
改
革
」
を

継
続
し
、
持
続
可
能
な
財
政
基
盤

の
確
立
を
目
指
し
ま
す
。

※企業会計を除く

※収益（料金収入など）では経営が難しいため、一般会計から財源不足額を補てんするもの

　特別会計は、国民健康保険事業や介護保険事業など、
特定の仕事をする場合に一般会計とは別に経理する会
計のことで、全ての会計で黒字または収支が均衡とな
っています。
　企業会計は、企業経営という観点から独立して経理
をする会計のことで、このうち公共下水道事業会計と

病院事業会計（病院が医療サービスから得られる収益
を除く）は、料金収入などの収益だけでは経営が難し
いため、一般会計から財源不足額を補てんしている状
況です。一般会計からの支援に依存しない独立採算に
向け、収入の増加や支出の見直しが必要となっていま
す。

特別会計、企業会計、市の財産・借金などの詳細

持
続
可
能
な
財
政

基
盤
の
確
立
へ

特別会計と企業会計の決算状況

　企業会計の決算状況

　市の借金（市債現在高）

　市の財産　特別会計の決算状況
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